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１．はじめに 
 総務省は、「平成17年度情報通信白書」

に お い て 、 IT （ Information  
Technology ） を ICT （ Information 
Communication Technology）、情報技術
を情報通信技術とすることを、その巻頭

において提言した。その理由として、ICT

は、欧州をはじめとする各国や国際機関

において用いられていること、さらに、

情報通信におけるコミュニケーションの

重要性をより一層明確化するため、原則

として「ICT」を使用するとしている。

よって、本稿においてもこれを使用する。 

本稿では、「ユビキタスネットワーク社

会」という観点を新しい潮流としてとら

え「情報通信技術の発展がユビキタスネ

ットワーク社会に及ぼす影響」について

述べる。本稿の考察は、第一に、次の新

しいユビキタスネットワーク社会に向け、

ユビキタスネットワーク社会とは何かに

ついて述べ、第二には、その発展過程に

おいて大きな変革が見られるワークスタ

イルについて明確にし、第三には、情報

端末の無線接続をベースとしたモバイル

の変革と第四にはVoIPの状況について

考察して、ユビキタスネットワーク社会

における情報通信技術の発展について明

らかにし、まとめとして、ユビキタスネ

ットワーク社会において重要な課題であ

る、危機管理について事業継続の重要性

から述べ、結論に変える。 

 

２．ユビキタスネットワーク社会 

今日、企業がおかれている環境は、ネ

ットワーク・インフラがブロードバンド

化、多様化している中で、ユビキタス環

境、すなわちユビキタスネットワーク社

会へ一歩一歩着実に、近づきつつある。

ユビキタス（ubiquitous）とは、ラテン

語に語源し「偏在する」「どこにでも存在

する」を意味する。すなわち、翻訳する

ならば、「技術の存在を明示的に感じさせ

ない世界であり、何もない心地よさ」を

示す。しかし、「ユビキタスネットワーク」

は、英語としては存在しない日本製の英

語（和製英語）である。ユビキタスネッ

トワーク社会は、言い換えれば、「いつで

も」「どこでも」「何でも」「誰でも」ネッ

トワークを活用できる社会の実現を意味

している。すなわち、ホーム、モバイル、

自動車、オフィス等の分野で「人」「モノ」

「組織」がつながる世界の実現である。

その背景は、「何かと何かがつながる」と

いうことが重要な経営課題であり、「つな

がる」ことが情報の入手手段となる。こ

れは、従来つながっていなかったものを

つなぐことにより、情報の価値を見つけ

出すことが可能となることをいう。ユビ
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キタスは、このための仕掛けとしてワー

クスタイルの変革を引き起こし、受身か

ら攻めへの大きな転換をもたらす、有効

な手段となりえる。 

わが国の I T政策は、「IT基本法」の制

定と共に2001年から e-Japan戦略を

スタートとして、e-Japan戦略Ⅱを経

て u-Japan構想へと大きな発展傾向を

示し、2010年にはフロントランナーと

してする、ユビキタスネットワーク社会

を目標として着実に発展しつつある。 

 

３ ワークスタイルの変革 

伝統的なワークスタイルは、一人一人

に固有のデスクが割り当てられた場所で、

行われていた。しかし、今日的には、自

分の机以外でのワークスタイルが増加し

つつある。そして、フリーアドレス、サ

テライトオフィスなど、在宅勤務の進化

型としてその日の仕事にあわせてオフィ

スを選択する時代を迎えている。例えば、

①直接客先や、自社の支店・支社へ、②

ホットスポットを利用、さらには、③自

宅で仕事に集中するなど、サテライトオ

フィスから自宅や電車の中など、あらゆ

る場所がオフィスとして考えられる。ま

た、社内においても、仕事にあわせて自

由に移動するようになった。これらのワ

ークスタイルを支える技術は、ユビキタ

ス端末＋無線 LAN環境においてフリー

アドレスオフィスがインフラとなる。さ

らには、社員が、どこにいても連絡を可

能にするための、プレゼンス情報の利用

が可能になったからに他ならない。この

ような状況を促進させたのは、マニュア

ルが音声、電子ペーパを利用して、携帯

や更新が容易になり、さらに、動画にも

対応するため、テレビ電話で専門家から

直接アドバイスを受けながらの作業も可

能とした。オフィスのフリーアドレス化

は、無線 LANを利用して、モバイル PC

や共同マシンを使って、好きな場所や好

きなレイアウトで業務遂行ができる。さ

らには、eラーニングによる社内教育、

店舗オペレーション教育、商品知識の取

得に利用、固定電話の IP化及び携帯電話

への移行、そしてホットスポット、自宅

などから社内システムへのアクセスを可

能とする。会議については、テレビ電話

会議が行われ、参加者は場所を選ばず、

会議室はもちろん自席・支社、外出先な

どから出席することが可能になった。す

なわち、リアルタイムなプレゼンス情報

の共有利用により、場所･状態に応じて最

適な Peer to Peerコミュニケーション

を実現するなど、場所･状態を問わないコ

ミュニケーションが実現されたのである。

オフィスのユビキタスネットワークは、

機器同士が必要に応じてネットワークを

構築するアドホックネットワークを構成

する。また相手のプレゼンスに応じたコ

ミュニケーション方法を選択し、サーバ

を介さない情報共有（P2P）で効率のよ

いコミュニケーションが、簡単でセキュ

アなネットワークで実現されなければな

らない。 

 

4 モバイルの変革 

① 携帯電話 今日の携帯電話は、ビジネ

スシーンにおいて通話の他にメール機能

が使用されているが、添付ファイルは参

照できない。しかし、最もビジネスシー

ンで利用されているファイルは、office

系のWord、Excel、PowerPointや PDF

である。これを参照するためには、ドキ

ュメントビューワが搭載された機種で可



能であるが、PC により処理をしなけれ

ばならないなど、現状においては使い勝

手は良くない。しかし、大容量データ通

信の問題点（通信速度、通信料など）は、

3G 携帯電話の普及･パケット定額制プ

ランの登場により解消される。そして、

ファイル変換エンジンや携帯電話用の画

像ビューワアプリが、カメラ動き推定に

よる高速ビデオモザイキングにより、

MS-Office ファイルの参照を可能とし

外出先でもオフィスと同等の環境が実現

する。さらに、携帯電話は、企業ポータ

ル内の共有文書が閲覧可能となり、いつ

でもどこでも必要なときにオフィス文書

を閲覧可能とする。よって、時間を有効

活用でき業務効率が大幅アップする。 

② 無線 LAN 異種間ネットワーク技術

は、あらゆるネットワーク（セルラー網、

企業網、無線･有線アクセスなど）間に渡

って移動した際にも、パケットロスや遅

延なくサービスが提供でき、IPによる異

種網のシームレス化が実現する。広域セ

ルラー網、ホットスポット、企業内ワイ

ヤレス、在宅アクセスなどから IPアクセ

ス網、そしてグローバル･インターネット

から放送局、銀行･金融、学校教育、政府・

公共、流通･物販、医療保険など、すべて

のものが IP 広域ローミングを通してつ

ながるのである。無線 LAN 市場は、拡

大しつつあるが、スタート時は特定マー

ケットとして教育、病院、ホテル、製造

業、小売業を中心としていたが、高速化･

低価格化により、コンシューマ（家庭）、

オフィス・キャンパス、ビル間通信に利

用され IEEE802.11aの登場により、公

衆無線 LANとして駅･空港、レストラン、

ホテル、カフェ、コンベンションセンタ

ーや地域イントラネット、そして一般企

業へ浸透する。無線 LANのメリットは、

IEEE802.11 標準化により製品の低価

格化、高速化がされたこと、配線が不要

なことから、LAN 配線工事コストの削

減やフロアの有効活用が可能となる。モ

ビリティの向上により LAN に接続した

まま PC を移動、会議室などでの LAN

利用が可能となった。また、フロアレイ

アウトの変更が容易で安価であることか

ら、端末設置としての柔軟性が向上した。

工事現場やイベント会場では、簡易 LAN

構築など場所を選ばない迅速な LAN 環

境の構築が実現する。 

 企業における無線 LAN 導入の効果は、

組織変更に伴うネットワークの再構築･

追加に柔軟かつ安価に対応するなど配線

コストが削減する。会議でのプレゼンテ

ーション資料や議事録は、無線 LAN 経

由で各 PCに配布するなどペーパレス化

が実現する。さらに、道路を挟んだビル

間などのケーブル敷設が困難な場所でも、

容易にネットワーク構築のワイヤリング

が可能となる。会議室やフリースペース

等は、場所を問わずネットワークへの接

続が可能になるなどフリーオフィスが実

現する。しかし、企業における無線 LAN

利用の急速な普及は、重要な課題として

セキュリティ対策が十分に検討されなけ

ればならない。 

③ 公衆無線 LAN 公衆無線 LAN は、

一般にホットスポットというが、公共の

スペース（駅、空港、ホテル）や店舗（カ

フェ、レストラン）に無線 LAN アクセ

スポイントを設置し、無線 LAN カード

を搭載したノートパソコンや PDA を使

った高速モバイル接続環境を提供するサ

ービスを言う。それには、商業施設が施

設費用を負担して、来店者に無料でサー



ビスを提供するものと、アクセスサービ

ス事業者が自ら設備を設置し、自社のサ

ービス加入者に有料でサービスを提供す

るものがある。当初は、サービスによる

収益よりも無線 LAN 技術の普及が目的

であったが、今日では、本格的なサービ

スに向けて、各社がビジネスを模索中で

ある。ユビキタス社会への発展には「い

つでも、どこでも」ネットワークにつな

がる環境として3G携帯電話と共に公衆

無線 LAN が主要インフラとして注目さ

れている。現状は、移動中、外出先にお

いては携帯電話や PHS が利用されてい

るが、通信帯域が狭いことや、通信費用

が高いことから、今後は3G携帯電話や、

公衆無線 LAN に移行していく。また、

アクセスポイントもホットスポットから

ホットストリート、さらにはホットゾー

ンへと、その街へ入れば町全体をホット

スポットで包み込み、どこにいても無線

LANにアクセスすることが可能となる。 
 

5 Vo IP 

① IP電話の利用 ビジネスに IP電話を

導入する効果としては、音声系とデータ

系のネットワークを統合することや、企

業間で IP電話を利用することにより、通

話料が削減でき通信料のコストダウンを

図る事が可能となる。また、社員に電話

番号を割り当て、異動などがあってもス

ムーズに連絡が可能であり、無線 LAN

との組み合わせでケーブル配線が必要な

いなど、組織変更に柔軟に対応できる。

さらに、取引先からの電話を確実に担当

者へつなぐことが可能となる。電話が、

外出先や自宅からも、自分のオフィスと

同じように使用できる。本格的な IPネッ

トワークを利用して業務効率化･生産性

向上を図るなどサービス、ビジネス競争

力の向上を期待できる。そのためには、

電話（音声）、FAX、電子メールなどの

各種メッセージを PCで一元管理し、異

なるメディア間におけるシームレスなコ

ミュニケーションを実現する仕組みであ

るユニファイドメッセージが必須となる。

その実現には、業務アプリケーションと

の連携が必要となり、新しいサービスの

開発･提供がされなければならない。 

② プレゼンス機能 Vo IP の本来のメ

リットは、通信と ICTの融合であり、こ

れまではコスト削減がその焦点であった。

今後は、サービスの差別化ということで、

付加価値ソリューションが提案されなけ

ればならない。その一つが、プレゼンス

を利用したリアルタイムコミュニケーシ

ョンであり、オフィスにおけるプレゼン

ス活用が焦点となる。プレゼンスは、「人」

や「物」のリアルタイムな状態（電話中、

退席中、在庫不足、在庫過多など）を表

す情報であり、それを把握し、それを利

用して、今、最も必要としているサービ

スを提供することである。 

 

6 今後の課題 危機管理 

 しかし、ユビキタスネットワーク社会

が構成されたとしても、避けられないの

は、リスクの発生である。危機管理は、

いかなる脅威の発生時でも事業活動を継

続させるために、事前に計画･準備し、継

続的にメンテナンスを行う一連のプロセ

スを表す。その概念としては、BC (事業

継続：Business Continuity)が推進され

つつある。これは、米国においては当た

り前の考え方であったが、日本において

も、最近多発した自然災害の影響もあり、

急速に普及しつつある。 


